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第第 11 節節  東東⽇⽇本本⼤⼤震震災災かかららのの復復旧旧・・復復興興  

 
 
平成 23(2011)年３⽉ 11 ⽇に発⽣した東⽇本⼤震災では、岩⼿県、宮城県、福島県の 3

県を中⼼とした東⽇本の広い地域に東 京
とうきょう

電 ⼒
でんりょく

福島
ふくしま

第⼀
だいいち

原⼦⼒発電所(以下「東電福島第
⼀原発」という。)の事故の影響を含む甚⼤な被害が⽣じました。 

政府は同年 7 ⽉に策定した「東⽇本⼤震災からの復興の基本⽅針」において、復興期間
を令和 2(2020)年度までの 10 年間と定め、被災地の復興に向けて取組を⾏ってきました。
また、令和 2(2020)年 7 ⽉の復興推進会議において、令和 3(2021)年度から令和 7(2025)
年度までの 5 年間を新たな復興期間として、「第 2 期復興・創⽣期間」と位置付け、引き
続き被災地の復興に向けて取り組むこととしています。 

本節では、東⽇本⼤震災の地震・津波や原⼦⼒災害からの農業分野の復旧・復興の状況
について紹介します。 

 
((11))  東東⽇⽇本本⼤⼤震震災災のの発発⽣⽣  
((未未曾曾有有のの規規模模のの被被害害ををももたたららししたた東東⽇⽇本本⼤⼤震震災災))  

平成 23(2011)年３⽉ 11 ⽇午後 2 時 46 分に、三陸沖を震源として、国内観測史上最⼤
規模となるマグニチュード 9.0 の「平成 23 年(2011 年)東北地⽅太平洋沖地震」が発⽣し
ました。この地震により、宮城県北部で震度７、宮城県、福島県、茨城県、栃⽊県で震度
６強等、広い範囲で強い揺れが観測されました。また、太平洋沿岸を中⼼に⾼い津波が観
測され、特に東北地⽅の太平洋沿岸地域では⼤規模な津波被害が発⽣しました。その後も
規模の⼤きな余震が発⽣したほか、同年 3 ⽉ 12 ⽇には、⻑野県北部を震源とする最⼤震
度６強の地震が発⽣するなど、余震域の外側でも地震活動の⾼まりが⾒られました。さら
に、東電福島第⼀原発の事故により、広い地域に⽴⼊制限が課されました。 

東⽇本⼤震災による⼈的被害は、令和 3(2021)年 3 ⽉ 10 ⽇時点で死者 1 万 5,899 ⼈、⾏
⽅不明者 2,526 ⼈1に上り、⼤正 12(1923)年に発⽣した「関東⼤震災」の死者・⾏⽅不明
者 10.5 万⼈に次いで、多くの尊い⽣命が失われました。また、地震・津波による建物の全
壊・半壊は約 37 万⼾を超え、このうち全壊は約 13 万⼾に及びました。このため、地震発
⽣直後には、最⼤約 47 万⼈が公⺠館・学校等の避難所に避難し、以後、⻑期の避難⽣活
を余儀なくされました。 

また、東北地⽅では約 440 万世帯、関東地⽅では約 405 万世帯が停電するなど、電⼒、
⽔道、ガス等のインフラに多⼤な⽀障が⽣じました。さらに、⽯油製品については、太平
洋岸沿いの製油所が被災したことにより、ガソリンや灯油等の供給不⾜が発⽣しました。
交通網では、⾼速道路が多くの路線で通⾏⽌めとなり、鉄道でも、JR 東⽇本、私鉄等多く
の路線で運転が休⽌しました。 

 

 
1 警察庁緊急災害警備本部広報資料「平成23 年(2011 年)東北地⽅太平洋沖地震の警察活動と被害状況」（令和3(2021)年3 ⽉10 ⽇

公表） 
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((22))  政政府府のの復復興興⽅⽅針針  
((政政府府のの復復興興⽅⽅針針のの策策定定))  

政府は、平成 23(2011)年 7 ⽉に「東⽇本⼤震災からの復興の基本⽅針」を策定しました
（同年８⽉に改定）。同⽅針では、復興期間を 10 年間とし、当初の５年間(平成 23(2011)
年度〜平成 27(2015)年度）を「集中復興期間」と位置付けました。農業分野の復興施策に
ついては、被災地の農業の復興を図り、⽇本全国のモデルとなるよう取組を進め、東北を
新たな⾷料供給産地として再⽣することとしました。 

また、平成 28(2016)年３⽉には、「「復興・創⽣期間」における東⽇本⼤震災からの復興
の基本⽅針」を閣議決定しました。同⽅針では、後期 5 か年の「復興・創⽣期間」(平成
28(2016)年度〜令和 2(2020)年度)において重点的に取り組む事項として、農業分野の取組
については、被災地の農林⽔産業の再⽣に向けた、農地の⼤区画化・利⽤集積を推進する
こととしました。 

さらに、令和元(2019)年 12 ⽉には、復興の進展に伴い、引き続き対応が必要となる事
業や新たな課題も明らかになってきたことを踏まえ、「「復興・創⽣期間」後における東⽇
本⼤震災からの復興の基本⽅針」を閣議決定しました。同⽅針における、復興・創⽣期間
後(令和 3(2021)年度以降)の農業分野の取組として、農地・農業⽤施設等の整備や、農業
⽤機械・家畜の導⼊、⿃獣被害対策等これまで⾏ってきた被災農業者への⽀援を継続し、
営農の再開を促進することとしています。 

 
((33))  地地震震・・津津波波災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興  
((営営農農再再開開がが可可能能なな農農地地はは 9944％％にに))  

東⽇本⼤震災による農業関係の被害額
は、平成 24(2012)年 7 ⽉ 5 ⽇時点(農地・
農業⽤施設等は令和 3(2021)年 2 ⽉ 1 ⽇
時点)で 9,634 億円、農林⽔産関係の合計
では2 兆4,426 億円となっています(図図表表
44--11--11)。津波により被災した農地 2 万
1,480ha から公共⽤地等への転⽤が⾒込
まれるものを除いた復旧対象農地１万
9,690ha については、除塩や畦

けい

畔
はん

の修復
等 の 復 旧 が 進 め ら れ て お り 、 令 和
3(2021)年１⽉末時点では 94％で営農再
開が可能となりました(図図表表 44--11--22)。 

 
 

図表 4-1-1 農林⽔産関係の被害の状況 

資料：農林⽔産省作成 
 注：平成 24(2012)年 7 ⽉ 5 ⽇時点の数値(農地・農業⽤施設等は令和

3(2021)年 2 ⽉ 1 ⽇時点) 
 

被害額
（億円）

主な被害

9,634
農地・農業⽤施
設等

8,999
農地、⽔路、揚⽔機、集落
排⽔施設等

農作物等 635
農作物、家畜、農業倉庫、
ハウス、畜舎、堆肥舎等

2,155
林地、治⼭施設、林道施設
等

12,637
漁船、漁港施設、共同利⽤
施設等

24,426

区分

農業関係

林野関係

⽔産関係

合計
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避難指⽰が解除された区域内の農地や、まちづくり等の他の復旧・復興事業との⼯程調

整が必要な残りの農地についても、早期復旧に向けた取組が進められています。 
 
((地地震震・・津津波波かかららのの農農地地のの復復旧旧にに併併せせたた圃圃場場のの⼤⼤区区画画化化がが進進展展))  

岩⼿県、宮城県、福島県の 3 県では、地域の意向を踏まえ、地震・津波からの復旧に併
せた農地の⼤区画化(整備計画⾯積 8,230ha1)に取り組んでいます。令和 2(2020)年度末時
点では、8,160ha の⼤区画化が完了し、地域農業の復興基盤の整備が進展しています。 

農地整備事業の区域内に、防災集団移転促進事業により市町村が買い上げた住宅等の移
転元地が点在する場合、⼟地改良法の換地2制度を活⽤することで、移転元地と農地をそれ
ぞれ集団化することが可能となります。これにより、事業期間の短縮と効率的な⼟地利⽤
を実現できます。防災集団移転促進事業と連携した農地整備事業は、宮城県と福島県の 10
市町 15 地区で進められており、令和 2(2020)年度末時点で 12 地区の整備が完了していま
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1 整備計画⾯積は、⼤区画化に取り組む地区の計画⾯積の総計であり、⼤区画化の取組を⾏わない農地(端部の狭⼩農地等)も⼀部含

まれている。 
2 ⽤語の解説3(1)を参照 

図表 4-1-2 農地・農業⽤施設等の復旧状況 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 令和 3(2021)年１⽉末時点の数値 

2) 農地は、農地転⽤が⾏われたもの(⾒込みを含む。)を除いた津波被災農地１万 9,690ha に対するもの(岩⼿県 100％、宮城県 99％、
福島県 75％) 

3) 主要な排⽔機場は、復旧が必要な 96 か所に対するもの(復旧事業実施中も含む。) 
4) 農地海岸は、復旧が必要な 122 地区に対するもの(復旧事業実施中も含む。) 

  5) 農業集落排⽔施設は、被災した 401 地区に対するもの(復旧事業実施中も含む。) 
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((先先端端的的農農業業技技術術のの現現地地実実証証研研究究、、情情報報発発信信等等をを実実施施))  
農林⽔産省は被災地域を新たな⾷料⽣産基地として再⽣するため、産学官連携の下、農

業・農村分野に関わる先端的で⼤規模な実証研究を⾏っています。 
平成 30(2018)年度から令和 2(2020)年度にかけては、岩⼿県、福島県において 7 課題の

農業分野に関わる現地実証研究を⾏うとともに、岩⼿県、宮城県、福島県の 3 県に、これ
までの実証研究で得られた成果を現場に定着させるための拠点を設置しました(図図表表
44--11--33)。各拠点では、それぞれオープンラボや展⽰圃場

ほじょう
を設置し、情報発信、技術指導等

を⾏い、得られた研究成果の普及に取り組んでいます。 
 

 
株式会社デ・リーフデ北上

きたかみ
は、従業員 45 ⼈(うち正社員 7 ⼈)でトマトとパ

プリカの周年栽培を⾏い、カット野菜等の加⼯業者やファストフード店、⼩売
店に販売しています。 

同社は、東⽇本⼤震災の津波により⼤きな被害を受けた宮城県⽯巻市
いしのまきし

の北上
川下流域でオランダ式の施設園芸を始めるため、地域の農家と中⼩企業からの
出資を受け、平成 26(2014)年に設⽴されました。 

（（事事例例））  震震災災かかららのの復復興興ののたためめ、、地地域域資資源源をを活活⽤⽤ししたた次次世世代代施施設設園園芸芸にに取取りり組組むむ
（（宮宮城城県県））  

次次世世代代施施設設園園芸芸宮宮城城県県拠拠点点  ハハウウスス内内でで栽栽培培さされれたたパパププリリカカ  
資料：株式会社デ・リーフデ北上 

平成 28(2016)年には、農林⽔産省の事業「次世代施設園芸導⼊加速化⽀援事業」を活⽤して、
最先端の環境制御設備を導⼊した約 2.4ha の⼤規模なガラス温室等「宮城県拠点」を整備しました。
温室の加温には LPG ボイラーのほかに⽊質バイオマスボイラーや、地中熱を利⽤したヒートポン
プ等を併⽤したハイブリッド運転を採⽤し、地域資源を有効活⽤することで化⽯燃料の使⽤量削減
にも取り組んでいます。 

⾼度な環境制御技術と地域エネルギーを活⽤した「次世代施設園芸」の全国モデルの⼀つとして、
被災地での雇⽤創出を実現するとともに、拠点の成果の普及等により、今後、東北地域の施設園芸
を牽引する存在としての活躍が期待されます。 
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令和 2(2020)年 12 ⽉には、こうした取組の全体を共有するため、福島県福島市

ふ く し ま し
で研究成

果発表会を開催し、被災地域の⽣産者・⽣産者団体、加⼯・流通関係者、普及・⾏政機関
等を対象に、実証研究に取り組んだ⽣産者等とともに現地実証の研究成果を発信しました。
今後は、現場指導や実証圃

ほ
における技術検証の実施により実⽤化された技術体系の迅速か

つ広範な社会実装を図っていくこととしています。 
 

((「「新新ししいい東東北北」」のの創創造造にに向向けけたた取取組組をを推推進進))  
復興庁では、復旧・復興に当たり、単なる原状回復にとどめるのではなく、地⽅公共団

体、企業、⼤学、NPO1等がこれまでの⼿法や発想にとらわれない新しい挑戦に取り組み、
地域の諸課題の解決を進める、「新しい東北」の創造に向けた取組を推進しています。 

平成 26(2014)年度から開催している「新しい東北」復興ビジネスコンテストでは、被災
地域における地域産業の復興や地域振興に資する事業の表彰を⾏っており、令和 2(2020)
年度においては、農業関係では、有害捕獲したニホンジカをジビエとしてオンライン販売
をしている株式会社ソーシャル・ネイチャー・ワークス(岩⼿県⼤ 槌 町

おおつちちょう
)が優秀賞を受賞し

ました。このほか、農業関係では⼆つの取組が企業賞を受賞しました(図図表表 44--11--44）。 
 

 
1 ⽤語の解説3(2)を参照 

図表 4-1-3 現地実証研究の例 

資料：農林⽔産省作成 
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さらに、平成 28(2016)年度から、被災地域で進む「新しい東北」の実現に⼤きな貢献を
している個⼈や団体を対象に「新しい東北」復興・創⽣顕彰を実施しています。令和 2(2020)
年度においては、農業関係では、消費期限が短い「甲⼦

か っ し
柿
がき

」を 1 年中⾷べられるように加
⼯し、６次産業化1を軸とする地域活性化に取り組んだ釜⽯市

か ま い し し
甲⼦
か っ し

地区
ち く

活性化
か っ せ い か

協議会
きょうぎかい

と移住
希望の新規就農者2へ伴⾛型の就農⽀援を実施した⼀般社団法⼈イシノマキ・ファームが顕
彰されました(図図表表 44--11--55）。 

 

 
1 ⽤語の解説3(1)を参照 
2 ⽤語の解説2(6)を参照 

図表 4-1-4 「新しい東北」復興ビジネスコンテスト 2020 の受賞者(抜粋) 

資料：復興庁「「新しい東北」復興ビジネスコンテスト 2020 選定結果」を基に農林⽔産省作成 
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((44))  原原⼦⼦⼒⼒災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興  
アア  農農畜畜産産物物のの安安全全確確保保のの取取組組  
((安安全全性性確確保保ののたためめのの取取組組がが進進展展))  

⽣産現場では、市場に放射性物質の基準値を上回る農畜産物が流通することのないよう
に、放射性物質の吸収抑制対策、暫定許容値以下の飼料の使⽤等、それぞれの品⽬に合わ
せた取組が⾏われています。このような⽣産現場における努⼒の結果、基準値超過が検出
された割合は、全ての品⽬で平成 23(2011)年以降低下しており、平成 30(2018)年度以降
では、全ての農畜産物において基準値超過はありません。 

福島県では、⽶については、作付制限、放射性物質の吸収抑制等の対策とともに、これ
まで県全域で全量全袋検査を実施していましたが、放射性物質の吸収を抑制するカリウム
の追加施⽤等を徹底した結果、平成 27(2015)年以降、通算５年間基準値超過がないことか
ら、令和 2(2020)年産から旧避難指⽰区域等1⼀部の地域を除き、モニタリング(抽出)検査
に移⾏しています。 

さらに、第三者認証 GAP2の取得も進められており、福島県の発表によれば、令和 2(2020)
年 12 ⽉末時点で、GAP 認証の取得件数は、GLOBALG.A.P.3が 29 件、ASIAGAP4が 6 件、
JGAP5が 170 件及び FGAP6が 92 件となっています。 

 
イイ  原原⼦⼦⼒⼒被被災災 1122 市市町町村村のの復復興興  
((原原⼦⼦⼒⼒被被災災 1122 市市町町村村のの農農地地のの復復旧旧・・整整備備実実施施済済⾯⾯積積はは約約 11,,883300hhaa))  

原⼦⼒被災 12 市町村の農地については、営農休⽌⾯積 1 万 7,298ha から、帰還困難区
域(約 2,040ha)と農地転⽤等(約 1,440ha)を除いた約１万 4 千 ha のうち、令和元(2019)年

 
1 ⽥村市、南相⾺市、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、⼤熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村及び川俣町(旧⼭⽊屋村) 
2 ⽤語の解説3(2)を参照 
3 ⽤語の解説3(2)を参照 
4 ⽤語の解説3(2)を参照 
5 ⽤語の解説3(2)を参照 
6 ⽤語の解説3(2)を参照 

図表 4-1-5 令和 2 年度「新しい東北」復興・創⽣顕彰の受賞者(抜粋) 

資料：復興庁「令和 2 年度「新しい東北」復興・創⽣顕彰受賞者⼀覧」を基に農林⽔産省作成 
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度末時点で約 1,090ha は農地の復旧が実施・検討、約 1,700ha は農地の復旧に併せた整備
が実施・検討、約 3,590ha は農地の整備が実施・検討されており、これらのうち、令和元
(2019)年度末時点で約 1,830ha の復旧⼜は整備が実施されました(図図表表 44--11--66)。 

⼀⽅で、復旧⼜は整備が検討されているものの、帰還率が低い地域では、実施に向けた
調整が必要となっています。 

また、残りの約 7,440ha については、条件の悪い農地で不在地主化が進んでいるととも
に、担い⼿の不⾜等が課題となっています。 

 

 
 

((営営農農再再開開済済のの回回答答がが増増加加))  
令和元(2019)年度末時点で、原⼦⼒被災 12 市町村1においては、平成 23(2011)年 12 ⽉

末時点で営農が休⽌されていた農地 1 万 7,298ha の 32.2％に当たる 5,568ha で営農が再開
されています(図図表表 44--11--77)。 

 
 

 
1 ⽥村市、南相⾺市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、⼤熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村 

図表 4-1-6 原⼦⼒被災 12 市町村の農地の復旧・整備の実施・検討状況 

資料：農林⽔産省作成 
 

農地復旧

を実施

・検討中

約1,090 ha

農地復旧に
あわせた

農地整備を
実施・検討中
約1,700 ha

農地整備を
実施・検討中
約3,590 ha

その他
約7,440 ha

農地転⽤等
約1,440 ha

帰還困難区域
約2,040 ha

営農休⽌⾯積 17,298ha(平成23(2011)年12⽉末時点)

※ 福島県による各市町村聴き取りを基に農林⽔産省が集計
※ 特定復興再⽣拠点で実施予定の圃場整備⾯積は「農地整備」の内数
※ 農地の復旧⼜は整備は約1,830haで実施(令和元(2019)年度末時点)

営農再開のための農地整備
(約5,290ha)

農家の帰還状況等を踏まえ、担い⼿の確
保と持続的経営が可能となる農地の⼤区画
化・汎⽤化を⾏い、⾼収益作物への転換や
⽣産性の向上を促進。
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農林⽔産省は、福島
ふくしま

相
そう

双
そう

復興
ふっこう

官⺠合同チームの営農再開グループに参加し、平成
29(2017)年以降毎年、原⼦⼒被災 12 市町村の主に認定農業者1以外の農業者を対象とした
要望調査や⽀援策の説明を個別訪問により⾏っています。平成 29(2017)年〜令和 2(2020)
年までに実施した調査では、令和元(2019)年までの調査結果よりも 2.9 ポイント増加の
32.1％が「営農再開済」と回答しています(図図表表 44--11--88）。⼀⽅で、「再開未定⼜は再開意向
なし」と回答した農業者の割合は 55%であり、これらのうち「農地の出し⼿となる意向あ
り」と回答した農業者の割合は 72%となっています。地域外も含めた担い⼿の確保や、担
い⼿と農地のマッチングの取組を推進することが課題となっています。 

なお、農林⽔産省と福島県が平成 28(2016)年 7〜11 ⽉にかけて原⼦⼒被災 12 市町村の
 

1 ⽤語の解説3(1)を参照 

図表 4-1-7 避難指⽰区域の解除の状況及び原⼦⼒被災 12 市町村の営農再開状況 

資料：農林⽔産省「福島県営農再開⽀援事業 令和元年度事業実績報告書」 
注：営農休⽌⾯積は平成 23(2011)年 12 ⽉末時点、営農再開⾯積は令和元(2019)年度末時点の数値 

資料：原⼦⼒災害対策本部資料を基に農林⽔産省作成 
注：令和 3(2021)年 3 ⽉時点 

 

（原⼦⼒被災 12 市町村の営農再開状況） 

（避難指⽰区域の解除の状況） 

(単位：ha)

営農休⽌⾯積 営農再開⾯積 再開割合（％）

12市町村計 17,298 5,568 32.2
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認定農業者に個別訪問を⾏った際に実施した要望調査の結果では、61.7％が「営農再開済」、
23.4％が「営農再開を希望」と回答しています。 

 

 
 

((農農地地のの利利⽤⽤集集積積とと⼤⼤規規模模化化にに向向けけたた取取組組))  
このような課題を踏まえ、福島復興再⽣特別措置法の改正を含む、復興庁設置法等の⼀

部を改正する法律が令和 2(2020)年 6 ⽉に成⽴しました。これにより、改正後の福島復興
再⽣特別措置法においては、営農再開の加速化に向けて、農地の利⽤集積や 6 次産業化1施
設の整備を促進するための特例が措置されました。この改正法は令和 3(2021)年 4 ⽉に施
⾏されます。こうした措置や関連予算により、担い⼿の意向に沿った農地の利⽤調整を円
滑に進めるための体制を構築するとともに、農地中間管理機構(農地バンク)を活⽤して担
い⼿への農地集積・集約化を図る取組等を⽀援していきます。 

 
((営営農農再再開開⽀⽀援援ののたためめ原原⼦⼦⼒⼒被被災災 1122 市市町町村村へへ職職員員をを派派遣遣))  

営農再開⽀援に際し、原⼦⼒被災 12 市町村の中で営農再開割合の⽐較的⾼い地域では、
「⼈・農地プラン」の作成や農業委員会の活動が進んでおり、⼤規模で労働⽣産性の⾼い

 
1 ⽤語の解説3(1)を参照 

図表 4-1-8 原⼦⼒被災 12 市町村の農業者の営農再開状況及び意向 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 個別訪問農家の回答状況は、福島相双復興官⺠合同チーム営農再開グループにおいて、平成 29(2017)年４⽉から令和 2(2020)年

12 ⽉までに主に認定農業者以外の農業者 2,034 者を訪問(再訪問を含む。)した調査結果 
  2) 個別訪問農家のうち再開未定⼜は再開意向なしの農業者(1,119 者)には、農地の活⽤意向の無回答の農業者(35 者)を含む。 

3) 認定農業者の回答状況は、農林⽔産省と福島県において、平成 28(2016)年 7〜11 ⽉にかけて認定農業者 522 者を訪問した調査結
果 

個別訪問農家のうち再開未定⼜は再開意向なしの農業者の農地の活⽤意向 
課題（理由） 者数 割合

既に出し⼿となっている 94者 8%
出し⼿となる意向あり 809者 72%
出し⼿となる意向なし 98者 9%
すべて活⽤（予定を含む） 83者 7%

回答あり
73.7％（522者）

未回答
26.3％

（186者）

認定農業者の
回答状況

合計
708者

営農再開済
61.7％（322者）

営農再開を希望
23.4％（122者）

再開未定⼜は
再開意向なし

14.9％（78者）

回答者の
意向

合計
522者

回答あり
19.5％

（2,034者）

未回答
80.5％

（約８千者）

個別訪問農家の
回答状況

営農再開済
32.1％（653者）

営農再開を希望
12.9％

（262者）

再開未定⼜は再開意向なし
55.0％（1,119者）

回答者の
意向

合計
2,034者
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農業経営の展開を図ることができる⼀⽅で、営農再開割合の⽐較的低い地域では集中的な
対策を講じていく必要があります。 

このため、農林⽔産省は、令和 2(2020)年度から、常駐職員を原⼦⼒被災 12 市町村へ派
遣し、福島県、市町村、福島

ふくしま
相
そう

双
そう

復興
ふっこう

推進
すいしん

機構
き こ う

、農協と連携して、⼀筆ごとの⼟地利⽤調
整に取り組むなど、市町村が⾏う営農ビジョンの策定から具体化までの⽀援を⾏っていま
す。 

 

 
 

((⽣⽣産産とと加加⼯⼯等等がが⼀⼀体体ととななっったた⾼⾼付付加加価価値値⽣⽣産産をを展展開開すするる産産地地のの創創出出))  
原⼦⼒被災 12 市町村の営農再開率が３割にとどまっている中、営農再開の加速化に向

け、地域外からの参⼊も含め農業者の再開意欲を⾼めていくためには、⽣産すれば売れる
環境を形成し、将来に向けて被災地域の農業が産業として発展する姿を提⽰していくこと
が不可⽋です。 

このため、農林⽔産省は、福島県、農業者団体等関係機関との意⾒交換を⾏い、令和

農林⽔産省では、原⼦⼒被災地域での営農再開を加速するため、原⼦⼒被
災 12 市町村に対して職員を派遣し、市町村や農協等の関係機関と⼀体となっ
て⽀援しています。 

また、技術職員(農学、農業⼟⽊)等によるサポートチームを設置して派遣
職員のサポートにあたっています。12 市町村ではそれぞれ復興のステージが
異なることから、派遣職員は市町村ごとのステージに合わせて必要とされて
いる業務に取り組んでいます。 

避難指⽰解除が⽐較的早く、営農再開が進んでいる⽥村市
た む ら し

、広野町
ひ ろ の ま ち

、楢葉町
な ら は ま ち

、
川内村
かわうちむら

等では、圃
ほ

場
じょう

や施設等の整備を進めるための交付⾦関連業務を始め、
農地中間管理事業を活⽤した担い⼿への農地集積等に取り組んでいます。 

 

((事事例例))  被被災災市市町町村村派派遣遣職職員員がが農農業業者者のの営営農農再再開開ををササポポーートト((福福島島県県））  

営営農農再再開開検検討討会会ででのの意意⾒⾒交交換換のの様様⼦⼦  
((令令和和 22((22002200))年年 1100 ⽉⽉ 99 ⽇⽇))  

資料：農林⽔産省 

 
⼀⽅、未だ町内の⼤半のエリアが帰還困難区域である双葉町

ふ た ば ま ち
や⼤熊町

おおくままち
では、営農再開ビジョンの

策定や農業者の営農に対する意向確認等の業務に取り組んでいます。被災市町村からは、「震災以
降、農政に詳しい職員が少なくなっており、農政に係る各種情報提供や、農地の保全管理から基盤
整備事業につなげるための各地区の組合との調整、県と連携した基盤整備事業に取り組む際の助⾔
等、派遣職員に頼っているところが⼤きい。」などの声も聞かれています。 

しかしながら、依然として住⺠帰還が進んでいない市町村も多く、担い⼿不⾜等営農再開に向け
て多くの課題を抱えています。こうしたことから農林⽔産省では、意⾒交換の場を定期的に設ける
など、市町村や派遣職員が抱える課題の共有と解決に向けたサポートを実施しています。 

今後は、営農再開を加速させるため、圃場整備や ICT の活⽤等による⼤規模で労働⽣産性の⾼い
農業の展開、⽣産と加⼯等が⼀体となった⾼付加価値⽣産の広域的な展開に向け、関係者間の連携
を更に深めながら、取り組んでいくこととしています。 

 

*⽥村市、南相⾺市、川俣町、
広野町、楢葉町、富岡町、
川内村、⼤熊町、双葉町、
浪江町、葛尾村、飯舘村 
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2(2020)年 7 ⽉には、⾷品加⼯メーカー等の実需者等を現地に呼び込み、市町村の範囲を
越えて農産物を供給する産地を広域的に形成する構想を取りまとめました。 

構想を踏まえ、現地に進出する意向を有する実需者等と農産物を供給する農業者団体等
関係機関との調整や、市町村との意⾒交換等、産地の形成に向けた取組を進めています。 

 

 
 

((福福島島イイノノベベーーシショョンン・・ココーースストト構構想想にに基基づづくく先先端端農農林林業業ロロボボッットト研研究究開開発発をを実実施施))  
福島・国際研究産業都市(イノベーション・コースト)構想研究会が平成 26(2014)年 6 ⽉

に取りまとめた「福島・国際研究産業都市(イノベーション・コースト)構想研究会報告書」
では、⾰新的な先端農林⽔産業を全国に先駆けて実施することを通じて、地域の農林⽔産
業の復興・再⽣を実現することとしています。これを受け、農林⽔産省では、平成 28(2016)
年度から、福島イノベーション・コースト構想に基づく先端農林業ロボット研究開発事業
を実施しており、令和 2(2020)年度は、ブロッコリー⾃動選別収穫機、⾼品質⽶⽣産管理
技術、農地地⼒の⾒える化技術、ICT1活⽤による和⽜肥育管理技術の研究・開発の取組を
⽀援しました。 

 

 
1 ⽤語の解説3(2)を参照 

 
福島
ふくしま

舞台
ぶ た い

ファーム株式会社は、福島県浪江町
な み え ま ち

で⽶を⽣産する農業⽣産法⼈です。
同社は、令和 2(2020)年に東⽇本⼤震災の津波と原発事故で⼤きな被害を受け

た浪江町で 29ha の⽔⽥に福島県のオリジナル品種「天のつぶ」の作付けを開始
しました。 

収穫した⽶は、浪江町の道の駅で震災後初めて開催された販売会において「浪
江復興⽶」として販売しました。 

((事事例例))  福福島島県県浪浪江江町町でで震震災災後後初初めめてて⽶⽶のの販販売売会会をを実実施施((福福島島県県))  

収収穫穫作作業業のの様様⼦⼦  
資料：福島舞台ファーム株式会社 

販販売売会会のの様様⼦⼦  
資料：福島県浪江町 

この取組は、東京農業⼤学が福島イノベーション・コースト構想推進事業による担い⼿育成を
テーマに、農作業体験や現地講習の取組の⼀環として、福島舞台ファーム株式会社と連携して、
稲刈り、販売実習を⾏いました。 

福島舞台ファーム株式会社の代表取締役志⼦
し こ

⽥
だ

勇司
ゆ う じ

さんは、「今後も作付⾯積を拡⼤し、地域農
業の復興のために寄与していきたい。」と話しています。 

また、東京農業⼤学の⿊瀧
くろたき

秀
ひで

久
ひさ

教授は、「今後は、学⽣のインターンのためのプログラムを充実
したいと考えており、従来の 6 次産業化⽀援、スマート農業推進に加えて、新たにイノシシ対策
プロジェクトや復興⽶を使った復興酒(⽇本酒)づくりにも取り組んでいきたい。」と話していま
す。 
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((「「特特定定復復興興再再⽣⽣拠拠点点区区域域」」のの復復興興・・再再⽣⽣へへのの取取組組をを実実施施))  
福島復興再⽣特別措置法においては、5 年を⽬途に避難指⽰を解除し、住⺠の帰還を⽬

指す「特定復興再⽣拠点区域」の復興・再⽣を推進するための計画制度の下、帰還困難区
域が存在する全 6 町村1が計画の認定を受けています。 

6 町村全ての復興再⽣計画で農業の再⽣を⽬指した区域が設定されており、本計画に基
づき、インフラの復旧、⽣活環境の整備、産業の復興・再⽣、除染・家屋解体等が進めら
れています。福島県双葉町

ふ た ば ま ち
では、特定復興再⽣拠点区域内の除染した農地で、令和 2(2020)

年 6 ⽉から福島県営農再開⽀援事業による除草等の農地の保全管理が⾏われました。 
 

 
 

ウウ  ⾵⾵評評払払拭拭にに向向けけたた取取組組等等  
((「「⾵⾵評評払払拭拭・・リリススククココミミュュニニケケーーシショョンン強強化化戦戦略略」」にに基基づづくく取取組組ののフフォォロローーアアッッププをを実実

施施))  
消費者庁が令和 3(2021)年 2 ⽉に公表した消費者の意識調査2によると、放射性物質を理

由に福島県産品の購⼊をためらう⼈の割合は 8.1％となり、調査開始以来最低の⽔準とな
ったものの、依然として⼀定割合の⼈が購⼊をためらうと回答しています(図図表表 44--11--99)。 

 
 

 
1 双葉町、⼤熊町、浪江町、富岡町、飯舘村、葛尾村 
2 消費者庁「⾵評被害に関する消費者意識の実態調査(第14 回)」（令和3(2021)年2 ⽉公表） 

((事事例例))  特特定定復復興興再再⽣⽣拠拠点点区区域域内内のの除除染染ししたた農農地地のの保保全全管管理理作作業業をを実実施施((福福島島県県))  

雑雑草草のの除除草草作作業業のの様様⼦⼦  
資料：福島県双葉町 

 
福島県双葉町

ふ た ば ま ち
の⽻⿃

は と り
・⻑塚

ながつか
地区は、帰還困難区域内の⼀部に設定さ

れた特定復興再⽣拠点区域の耕作再開モデルゾーンです。同地区では、
令和 2(2020)年４⽉に地元農家等で農地保全管理組合が設⽴され、除染
後の農地の保全管理が⾏われています。 

令和 3(2021)年度には、出荷制限を解除するための野菜の試験栽培と
東電福島第⼀原発の事故後初めてとなる⽔稲の試験栽培が⾏われる予
定です。 

双葉町農業振興課では、「農業者へのアンケート結果では、震災から
10 年が経ち、営農を再開する予定はないという回答が多い中、双葉町
でまた農業をやりたいという回答も少なからずある。こうした農業者
の思いをつないで、地域外の⼒も借りながら、まずは⽻⿃・⻑塚地区
の⽥園⾵景を再⽣していきたい。」と考えています。 
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このような⾵評を払拭するため、復興庁その他関係府省庁は、平成 29(2017)年 12 ⽉に
取りまとめた「⾵評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略」に基づく取組のフォロー
アップとして、「知ってもらう」、「⾷べてもらう」、「来てもらう」の三つを柱とする情報発
信を実施しています。 

また、農林⽔産省では、福島復興再⽣特別措置法に基づき、関係省庁と協⼒し、平成
29(2017)年度から福島県産農産物等の販売不振の要因と実態を明らかにするための流通
実態調査と当該調査に基づく指導・助⾔等を⾏っています。 

令和 2(2020)年度調査では、福島県産農産物等の価格は回復傾向にあるものの、⼀部の
品⽬で震災前の⽔準まで回復していないこと、仲卸業者等の納⼊業者が納⼊先の福島県産
農産物等の取扱姿勢を実態よりも低く評価している認識の齟齬は、平成 30(2018)年度調査
と⽐べてやや改善傾向にあること等が明らかになりました。 

このほか、「⾷べて応援しよう！」のキャッチフレーズの下、⽣産者、消費者等の団体や
⾷品事業者等、多様な関係者の協⼒を得て被災地産⾷品の販売フェアや社内⾷堂等での積
極的利⽤を進めています。 

 
((放放射射性性物物質質にによよるる輸輸⼊⼊規規制制措措置置のの緩緩和和・・撤撤廃廃))  

第 1 章第 4 節を参照 
 

((東東京京電電⼒⼒にによよるる農農林林⽔⽔産産関関係係者者へへのの損損害害賠賠償償⽀⽀払払))  
原⼦⼒損害の賠償に関する法律の規定により、東電福島第⼀原発の事故の損害賠償責任

は東 京
とうきょう

電 ⼒
でんりょく

ホールディングス株式会社(以下「東京電⼒」という。)が負っています。 
東京電⼒によるこれまでの農林漁業者等への損害賠償⽀払累計額は、令和 3(2021)年 3

⽉末時点で 9,509 億円1となっています。 
 
 

 
1 農林漁業者等の請求・⽀払状況について、関係団体等からの聴き取りから把握できたもの 

図表 4-1-9 放射性物質を理由に福島県産品の購⼊をためらう⼈の割合 
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資料：消費者庁「⾵評被害に関する消費者意識の実態調査」を基に農林⽔産省作成 
注：各年 3 ⽉時点(令和 3(2021)年は 2 ⽉時点)の数値 
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